
『サウンディング（官民対話）』を開催
～地方公共団体等が民間事業者と対話したい案件を募集します！～

令 和 6 年 度  官 民 連 携 事 業 の 推 進 の た め の 地 方 ブ ロ ッ ク プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

国土交通省と内閣府は、官民連携事業に取り組む地方公共団体等を支援するため、令和6年11月
に、サウンディング（官民対話）を開催します。

令和6年8月21日（水）より、地方公共団体等が民間事業者との対話を希望する案件の募集を開始
します。全国の地方公共団体等からの多数の応募をお待ちしています。

開催日程・形式

案件の登録方法
申込期限
令和6年

9月13日(金)
17時まで

開催までの流れ

⚫ Webサイトから案件を御登録ください。

北海道・東北・関東：https://forms.office.com/e/AR9ujxthgS

北陸・中部・近畿：https://forms.office.com/e/nyNPyW5yyM

中国・四国・九州・沖縄：https://forms.office.com/r/CJGPQc1c8t

※お申し込みができない場合は、事務局に御連絡ください。

※申込数が多数の場合、1団体1案件とさせていただく場合があります。

※原則として、所属するブロックで実施するサウンディングにお申込みください。

※開催日程は変更する可能性があります。

WEB開催

(10月上旬～10月下旬)

応募案件を公表し、助言等
を行う民間事業者を募集

１案件ごとに、地方公共団体と、
当該案件に助言等を行う民間
事業者が一同に会し、意見交換

参加事業者募集

※サウンディングに関する最新情報は、国土交通省のHPに随時掲載します。
（https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/1-4-1.html）

ヒアリング（随時）：
コンサルタント等から
のヒアリングにより、地
方公共団体の当日資料
の熟度向上をサポートサウンディングまでの流れ

地方公共団体等に対
し、サウンディングを
行いたい案件を募集

案件募集 サウンディング実施

国土交通省は、地方ブロックプラットフォームにおいて、PPP/PFIに関する情報・ノウハウの横展開を図るため、
年間を通じた様々な企画を行っております。今年度の企画の年間スケジュールは以下をご覧下さい。

【国土交通省官民連携HP イベント一覧：https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/1-2.html】

ブロック 開催日程 開催形式

北海道・東北・関東 令和6年11月1日（金）

WEB会議システム（Zoom）北陸・中部・近畿 令和6年11月8日（金）

中国・四国・九州・沖縄 令和6年11月15日（金）

案件募集
開始

8月21日
締切

9月13日

サウンディング実施

ヒアリング

・有意義なサウンディングと
するために、コンサルタン
ト等により、登録案件様式
への作成支援

参加事業者募集
10月上旬～10月下旬

・案件概要、様式を国土交通省HPに掲載し、関心のある民間事業
者を募集

・民間事業者から案件に対する事前質問を受付

１0月 11月８、９月

【事務局・問合せ先】
《申込みについて》
北海道・東北・関東ブロック
・デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社（担当：和田、山下） TEL:03-6213-1180 E-mail:ppp_platform@tohmatsu.co.jp
北陸・中部・近畿ブロック
・デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社（担当：和田、山下） TEL:03-6213-1180 E-mail:ppp_platform@tohmatsu.co.jp
中国・四国・九州・沖縄ブロック
・株式会社YMFG ZONEプラニング（担当：杉尾、冨原、髙畠） TEL:083-223-4202 E-mail:ppppfi_bpf@ymfg.ym-zop.co.jp
《取組について》
国土交通省総合政策局社会資本整備政策課（担当:長内、高木、前川） TEL:03-5253-8981（内線:24226）

E-ｍail:hqt-PPP_PFI@gxb.mlit.go.jp

https://forms.office.com/e/AR9ujxthgS
https://forms.office.com/e/nyNPyW5yyM
https://forms.office.com/r/CJGPQc1c8t
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/1-2.html
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